
免
除
制
度（
全
額
免
除
・

一
部
免
除
）

所
得
審
査
対
象
／
本
人
と
配
偶
者
、

世
帯
主

若
年
者
納
付
猶
予
制
度

所
得
審
査
対
象
／
30
歳
未
満（
学
生

を
除
く
）の
本
人
、
配
偶
者

※
全
額
免
除
ま
た
は
若
年
者
納
付
猶

予
の
承
認
を
受
け
た
人
で
、
継
続

審
査
の
申
し
出
を
し
て
い
る
場
合

は
、
申
請
す
る
必
要
が
あ
り
ま
せ

ん
。

学
生
納
付
特
例
制
度

所
得
審
査
対
象
／
大
学
や
専
門
学
校

な
ど
の
学
生

〈
共
通
事
項
〉

　
各
制
度
と
も
、
前
年
度
の
所
得
に

基
づ
き
審
査
が
行
わ
れ
ま
す
。

各
制
度
の
要
件
な
ど

　
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
。

●
前
年
の
所
得
が
基
準
額
以
下
の
人

（
別
表
）

●
退
職
、
事
業
が
廃
止
と
な
っ
た
こ

と
が
確
認
で
き
る
人

●
障
害
者
ま
た
は
寡
婦
で
、
前
年
の

所
得
が
１
２
５
万
円
以
下
の
人

●
生
活
保
護
法
に
よ
る
生
活
扶
助
以

外
の
扶
助
を
受
け
て
い
る
人

各
制
度
の
申
請
に
必
要
な
も
の

●
年
金
手
帳
ま
た
は
基
礎
年
金
番
号

の
分
か
る
も
の（
納
付
書
な
ど
）

●
家
族
が
申
請
す
る
場
合
は
、
印
鑑

と
本
人
確
認
の
で
き
る
も
の（
運

転
免
許
証
、
保
険
証
な
ど
）

●
退
職
な
ど
の
場
合
は
、
そ
の
こ
と

が
確
認
で
き
る
書
類（
雇
用
保
険

受
給
資
格
者
証
の
写
し
な
ど
）

●
学
生
は
、
学
生
証（
コ
ピ
ー
可
）ま

た
は
在
学
証
明
書

免
除
申
請
の
対
象
期
間
を
拡
大

　
昨
年
度
か
ら
、
申
請
時
点
の
２
年

１
か
月
前
の
月
分
ま
で
免
除
申
請
が

で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　
国
民
年
金
保
険
料
を
納
め
な
い
で
い
る
と
、
万
一
の
事
故
の
と
き
な

ど
に
、
障
害
基
礎
年
金
や
遺
族
基
礎
年
金
を
受
け
取
れ
な
い
こ
と
が
あ

り
ま
す
。
ま
た
納
め
ず
に
そ
の
ま
ま
放
置
し
て
い
る
と
、
将
来
の
た
め

の
老
齢
基
礎
年
金
も
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

　
経
済
的
な
理
由
な
ど
で
納
め
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、
未
納
の
ま

ま
に
は
せ
ず
免
除
や
猶
予
さ
れ
る
制
度
を
利
用
し
ま
し
ょ
う
。
申
請
は

保
険
年
金
課
で
受
け
付
け
て
い
ま
す
。

納
付
が
困
難
な
場
合 

は 

申
請
を

問
い
合
わ
せ
先

保
険
年
金
課
高
齢
者
医
療
年
金
班

☎
62
︲
５
３
３
２

免
除
制
度
な
ど
を

利
用
す
る
と
…
…

　
保
険
料
の
免
除
や
納
付
猶
予
な
ど

を
受
け
た
期
間
は
、
年
金
の
受
給
資

格
期
間
に
算
入
さ
れ
ま
す
。
た
だ
し

左
表
に
あ
る
よ
う
、
利
用
し
た
制
度

に
よ
っ
て
、
年
金
額
に
反
映
さ
れ
る

内
容
に
違
い
が
あ
り
ま
す
。

　
な
お
10
年
以
内
で
あ
れ
ば
、
追
納

し
て
老
齢
基
礎
年
金
の
受
給
額
を
、

満
額
に
近
づ
け
る
こ
と
が
可
能
で
す
。

全額免除・若年者納付
猶予

35万円×（扶養親族などの数＋１）＋22
万円

一部免除

３／４免除
78万円＋扶養親族（16歳以上19歳未満
を除く）などの数×※38万円＋社会保険
料控除額など

半額免除
118万円＋扶養親族（16歳以上19歳未
満を除く）などの数×※38万円＋社会保
険料控除額など

１／４免除
158万円＋扶養親族（16歳以上19歳未
満を除く）などの数×※38万円＋社会保
険料控除額など

学生納付特例
118万円＋扶養親族（16歳以上19歳未
満を除く）などの数×※38万円＋社会保
険料控除額など

〈別表〉所得の基準額の計算方法

※�老人控除対象配偶者・老人扶養親族（70歳以上）がいる場合48万円、特定
扶養親族（19歳以上23歳未満）や扶養親族（16歳以上19歳未満に限る）が
いる場合は63万円に置き換える。

納付状況
老齢基礎年金 障害基礎年金・遺族

基礎年金（受給資格期
間への算入）

受給資格期間へ
の算入 年金額への反映

全額免除 ○ ○※1 ○
一部免除※2 ○ ○※3 ○
若年者納付猶予・
学生特例納付 ○ × ○

未納 × × ×
※１平成21年４月分以降は２分の１反映、それ以前は３分の１反映。
※２承認された期間、一部納付の保険料を納めることが必要。
※３納付割合に応じて反映。

国
民
年
金
保
険
料
の
免
除
制
度
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保
）に
加
入
し
て
い
る
70
歳
以
上
75

歳
未
満
の
人
の
新
し
い
高
齢
受
給
者

証
を
送
付
し
ま
す
。
届
い
た
ら
、
記

載
内
容
に
誤
り
が
な
い
か
確
認
し
て

く
だ
さ
い
。
新
し
い
も
の
は
、
８
月

診
療
分
か
ら
使
用
で
き
ま
す
。

　
な
お
現
在
使
用
し
て
い
る
被
保
険

者
証
と
、
高
齢
受
給
者
証
の
有
効
期

限
は
、
７
月
31
日

（金）
ま
で
で
す
。

限
度
額
適
用
認
定
証
な
ど

の
申
請
も
忘
れ
ず
に

　
医
療
機
関
の
窓
口
で
提
示
す
る
と
、

自
己
負
担
限
度
額
ま
で
の
支
払
い
と

な
る
「
限
度
額
適
用
認
定
証
」
と

「
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額

認
定
証
」
の
有
効
期
限
も
７
月
31
日

ま
で
で
す
。
８
月
１
日
か
ら
使
用
で

き
る
認
定
証
は
、
次
に
よ
り
手
続
き

を
し
て
く
だ
さ
い
。

〈
国
保
に
加
入
し
て
い
る
人
〉

　
被
保
険
者
証
と
印
鑑
を
持
参
し
、

保
険
年
金
課
ま
た
は
各
支
所
で
申
請

し
て
く
だ
さ
い
。
さ
か
の
ぼ
っ
て
の

認
定
は
で
き
ま
せ
ん
。

〈
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入
し

て
い
る
人
〉

　
現
在
認
定
証
が
交
付
さ
れ
て
い
て
、

８
月
１
日
以
降
も
対
象
と
な
る
人
に

は
、
新
し
い
認
定
証
を
被
保
険
者
証

と
一
緒
に
送
付
す
る
の
で
、
申
請
は

不
要
で
す
。

新
し
い
も
の
は
８
月
１
日
（土）

か
ら
使
用

　

75
歳
以
上（
一
定
の
障
害
が
あ
る

人
は
65
歳
以
上
）の
人
が
加
入
す
る
、

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
新
し
い
被

保
険
者
証
と
、
国
民
健
康
保
険（
国 

問
い
合
わ
せ
先

保
険
年
金
課

　
国
民
健
康
保
険
班

☎
62
︲
５
３
３
１

　
高
齢
者
医
療
年
金
班

☎
62
︲
５
８
８
２

対　象 所得区分 交付申請できる認定証

国
民
健
康
保
険

70歳未満

住民税課
税世帯 限度額適用認定証

住民税非
課税世帯

限度額適用・標準負担
額減額認定証または標
準負担額減額認定証

70歳以上75歳未満

住民税課
税世帯

高齢受給者証を提示す
ることで、自己負担限
度額までの請求となり
ます。

住民税非
課税世帯

限度額適用・標準負担
額減額認定証または標
準負担額減額認定証

後
期
高
齢
者
医
療
制

度
◦75歳以上
◦�65歳以上75歳未
満で一定の障害が
あり認定された人

住民税課
税世帯

被保険者証を提示する
ことで、自己負担限度
額までの請求となりま
す。

住民税非
課税世帯

限度額適用・標準負担
額減額認定証

※�国保加入者の「限度額適用認定証」「限度額適用・標準負担額減
額認定証」の交付には、国民健康保険税を完納していることが条
件となります。

限度額適用認定証・標準負担額減額認定証の対象

　
毎
年
７
月
は
障
害
基
礎
年
金（
20

歳
前
の
障
害
な
ど
）の
現
況
届
の
提

出
月
で
す
。

　
こ
の
届
け
は
、
受
給
者
や
家
族
の

状
態
に
変
化
が
な
い
か
確
認
し
、
引

き
続
き
年
金
が
支
給
さ
れ
る
か
を
決

め
る
大
切
な
も
の
で
す
。

届
け
出
が
必
要
な
人

対
象
／
障
害
基
礎
年
金
を
受
け
て
い

る
人
の
う
ち
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該

当
す
る
人

●
20
歳
前
に
初
診
の
あ
る
疾
病
に
よ

り
、
障
害
基
礎
年
金
を
受
け
て
い

る
。

●
障
害
福
祉
年
金
か
ら
移
行
し
、
障

害
基
礎
年
金
を
受
け
て
い
る
。

提
出
期
限
／
７
月
31
日

提
出
場
所
／
保
険
年
金
課

忘
れ
ず
に
提
出
し
ま
し
ょ
う

　
対
象
者
に
は
、
日
本
年
金
機
構
が

６
月
下
旬
か
ら
７
月
上
旬
に
か
け
て

現
況
届
の
用
紙
を
送
付
し
て
い
ま
す
。

期
限
ま
で
に
提
出
し
な
い
と
、
年
金

の
支
給
が
遅
れ
た
り
、
止
ま
っ
た
り

す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
注
意
し

ま
し
ょ
う
。

　

な
お
年
金
を
受
け
取
る
よ
う
に

な
っ
て
１
年
未
満
の
人
と
、
ほ
か
の

公
的
年
金
を
受
け
取
る
こ
と
で
、
引

き
続
き
障
害
基
礎
年
金
の
支
払
い
が

全
額
停
止
と
な
る
人
は
、
提
出
す
る

必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証
と

国
保
の
高
齢
受
給
者
証

新
し
く
な
り
ま
す

問
い
合
わ
せ
先

保
険
年
金
課
高
齢
者
医
療
年
金
班

☎
62
︲
５
３
３
２

７
月
31
日
（金）
ま
で
に
提
出
を

障
害
基
礎
年
金
の
現
況
届

保険年金課
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